
はじめに

　これまで、社団法人や財団法人を設立するということは、中央省庁や都
道府県庁の厳しい審査の中で、規模や実績などを重視されることから、大
変困難なものでした。そこで、どうしても法人格が必要な非営利団体は、
やむなく特定非営利活動法人（NPO法人）を設立するケースが多く見受
けられました。
　しかし、平成20年12月１日から「一般社団法人及び一般財団法人に関
する法律」が施行され、法人格の取得と公益性の判断を分離するという基
本方針のもと、営利（剰余金の分配）を目的としない社団や財団について、
法人が行う事業の公益性の有無に関わらず、登記のみによって簡便に法人
格を取得することができるようになり、「一般社団法人」や「一般財団法人」
が次々誕生しました。

　その後、会社法の改正に伴い、「一般社団法人及び一般財団法人に関す
る法律」も改正され、さらに、民法や各種税法、商業登記規則や公証人法
施行規則の改正などが次々あり、令和元年を迎えた今日、一般社団法人や
一般財団法人の設立手順も大きな転換期を迎えています。

　昨今制定された一般社団・財団法人に関する法律等は、以下の２つです。
　　（１）�民法の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関

する法律
　　（２）公証人法施行規則の一部を改正する省令

　さらに、これら法律等の改正に伴い、定款の認証手続や法人登記申請書
の様式も変わりました。

　そこで本書は、これらの法律等に完全対応したバージョンとして、難し
い法律用語をできるだけ易しく解説し、設立にかかわる書類の書き方に至
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るまで、誰にでもわかるように、また、注意事項を示しながら書き下ろし
ました。
　この１冊さえあれば、非営利法人を難なく設立できると思いますので、
皆様が創造性に富んだ、世のため人のため社会のための活動を一般社団法
人又は一般財団法人として、令和の時代に大いに展開していただければと
祈念しています。

令和元年７月吉日
公益総研　首席研究員兼CEO

公益財団法人公益推進協会　代表理事
福島　達也
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民法改正で錯誤の「無効」が
「取消し」に

ポイント

1

　令和２年４月１日施行の民法の一部を改正する法律の施行に伴う関係法
律の整備等に関する法律（平成29年法律第45号）による変更があります。
　錯誤は「無効」事項から「取消し」事項になるので、一般法人法140条（引
受けの無効又は取消しの制限）と、165条（財産の拠出の無効又は取消し
の制限）について、錯誤を理由とした「無効の主張」が「取消しの主張」
に変更されることになりました。
　⇒詳細は96ページ

定款認証の手続の際に法人の
実質的支配者について申告することに

ポイント

2

　公証人法施行規則の一部を改正する省令（平成30年法務省令第26号）
の施行により、平成30年11月30日から、定款認証の手続が変わりました。
　それは、法人の実質的支配者が危険人物でないかどうかを事前にチェッ
クすることになったのです。そして、公証人法施行規則に新たな規定が設
けられました（公証人法施行規則13条の４の新設）。
　これにより、株式会社並びに一般社団法人及び一般財団法人の設立時の
定款認証の嘱託を行う際には、法人の実質的支配者が暴力団員又は国際テ
ロリストに該当するか否かの申告が必要になりました。
　⇒詳細は128ページ

法改正等で
ここが変わります！
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法人登記申請書には
法人名のフリガナ記載が必要に

ポイント

3

　平成30年３月12日以降、法務局に商業・法人登記申請書を提出する場
合には、申請書の「商号（名称）」の上部に、法人名のフリガナを記載す
ることになりました。フリガナは、法人の種類を表す部分（「株式会社」、「一
般社団法人」、「医療法人社団」など）を除いて、片仮名で、スペースを空
けずに詰めて記載します。
⇒詳細は168、172、222ページ

※�　「＆」、「．」、「・」などの符号は登録することができませんが、例えば、
「＆」を「アンド」、「．」を「ドット」のように片仮名で登録することは
可能です。このフリガナは、国税庁法人番号公表サイトを通じて公表さ
れています。なお、登記事項証明書には、フリガナは表示されません。

　例）
　フリガナ　　　　　　　　　 　アイウエオカイ
　商号（名称）　　一般社団法人　あいうえお会
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休眠一般法人が
整理事業の対象に

ポイント

4

　全国の法務局では、平成26年度以降（実質的には平成28年10月以降）、
毎年、休眠一般法人の整理作業を始めました。
　休眠一般法人とは最後の登記から５年を経過している一般社団法人又は
一般財団法人のことです。
　５年間何らの変更登記をしない法人は、事業活動を行っていないものと
考えられてしまい、解散したものとみなされ、登記官は職権で解散の登記
をしてしまいます。
　いくら、その間に、登記事項証明書や印鑑証明書を法務局で取得してい
ても、それは何ら関係がありません。登記がすべてになります。
　毎年10月頃に、法務大臣による官報公告が休眠一般法人に対して行わ
れています。その内容は、「２ヵ月以内にまだ事業を廃止していない旨の
届出をせず、しかも登記もしないでいると、みなし解散にしますよ」とい
うものです。
　この場合の対処として、まだ事業を廃止していない旨の届出の方法につ
いても解説します。
⇒詳細は79、114ページ
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　NPO法人というのは、一般社団・財団法人にとても似て
いる法人格です。非営利であり（剰余金を分配しない）、一
般社団法人と同じく会員を主体としており、また、一般財団
法人と同じく、寄附金を受け入れる活動です。
　ただし、NPO法人には、一般社団・財団法人と決定的に
違う点があります。具体的には以下の３点です。
・NPO法人は登記の前に所轄庁の認証を受ける必要がある。
・NPO法人は公証人役場で定款の認証を必要としない。
・NPO法人は設立後の管理も所轄庁が行う。
　また、設立するうえでNPO法人が大変なのは、社員（議
決権をもつ会員）の人数です。一般社団法人は、社員は２人
でも設立できますが、NPO法人では、最低10人以上の社員
が必要です。
　設立費用は、逆にNPO法人が有利です。一般社団・財団
法人の場合、定款の公証人認証手数料に約５万円、設立登記
登録免許税が６万円必要ですが、NPO法人の場合は一切か
からないのです（ただし、一般財団法人は、設立者が300万
円以上の財産の拠出を行うことが義務づけられています）。
　つまり、NPO法人の設立は、一般社団法人と比べ少なく
とも11万円程度設立にかかる費用が安いことになります。
　もっとも、設立までの時間はNPO法人のほうが明らかに
かかります。申請書提出から設立の認証まで最長でも約３ヵ
月かかるので、急いで設立したい場合は、一般社団・財団法
人のほうが適しているでしょう。

29W× 29L　13.4Q

NPO法人との違いは何か6
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●非営利法人の比較

法人格

根拠法

一般社団法人
一般財団法人
（一般法人）

一般社団法人及び一般
財団法人に関する法律

公益社団法人
公益財団法人
（公益法人）

公益社団法人及び公益財団
法人の認定等に関する法律

NPO法人

特定非営利
活動促進法

認定NPO法人

特定非営利
活動促進法

事業内容 公益事業
収益事業 23の公益目的事業

20の特定非営利事業
その他の事業

20の特定非営利事業
その他の事業

設立手続 設立登記のみ 一般法人設立後に行
政庁に公益認定申請

所轄庁の認証後に
設立登記

設立後に所轄庁に
申請

設立時
資金・基金

社団　不要
財団　300万円以上 一般法人と同じ 不要 不要

社員又は
設立者数

社団　２人以上
財団　設立者１人以上 一般法人と同じ 10人以上 10人以上

理事数
社団　�理事会設置

なら３人以上
財団　３人以上

一般法人と同じ ３人以上 ３人以上

監事数
社団　�理事会設置

なら１人以上
財団　１人以上

一般法人と同じ １人以上 １人以上

会計監査人 基本的には不要
大規模法人なら１人以上

基準超えたら
１人以上設置 不要 不要

評議員 社団　不要
財団　３人以上 一般法人と同じ 不要 不要

所轄庁

監　督

な　し

な　し

な　し

都道府県庁
又は内閣府

都道府県庁
又は政令指定都市

所轄庁と同じ

都道府県庁
又は政令指定都市

所轄庁と同じ

許認可等 な　し 公益性の認定のみ 認　証 認　定

設立難易度 やさしい かなり難しい 比較的簡単 認定はかなり難しい

法人格取得に
要する期間 １ヵ月以内可能 認定に相当期間 最長でも約３ヵ月 設立１年後から

公益性への信頼度 なくてよい 高い ある程度はあり あり

税制優遇
営利型かにより
課税・非課税に
２分される

原則非課税
公益目的以外課税

原則非課税
収益事業課税

原則非課税
収益事業課税

法人税率 23.2％※ 23.2％※ 23.2％※ 23.2％※

寄附金優遇
営利型かにより
課税・非課税に
２分される

あ　り な　し あ　り

報　告 な　し 公益性判定のために
毎年度行政庁に提出

国民閲覧のために
毎年度所轄庁に提出

国民閲覧のために
毎年度所轄庁に提出

法人格取消し な　し 公益性不認証で
一般法人となる 認証取消しで解散 認定取消しで解散

※所得金額年800万円以下の部分は19％



　よく、法人化するとどんなメリットがあるのか、デメリッ
トは何か、という相談があります。
　メリットが多ければ法人化しよう。逆に、デメリットが多
ければやめよう、と考えているのでしょう。
　では、メリット・デメリットを検証してみます。

■メリット①　社会的信用の増加
　たとえば、個人で行動する場合と、法人として行動する場
合とでは、相手の対応や受け取り方が異なります。よほど著
名な人は別として、通常は法人としての行動のほうが相手か
らの信頼感は高まります。
　法人化すると、任意団体と違って銀行口座が作れるのも信
用の増加によるものです。

■メリット②　団体名による登記
　人格なき社団いわゆる任意団体の場合、団体名義では登記
ができないので、代表者名で登記したり契約したりすること
になりますが、何らかの事情で代表者が変わればその度に、
登記や契約の名義変更をしなければならず、その都度、譲渡
なのか単なる名義変更なのかで手続が面倒なことになりかね
ません。
　また、代表者が死亡した場合、代表者個人名義の財産の処
理をめぐって遺族とのトラブルに巻き込まれることもありま
す。また、その団体が経営的に破綻した場合、代表者が単独
で責任を追及されるおそれもないとはいえません。このほか、

24　
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法人化のメリット・
デメリット7
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団体の運営を代表者以外の会員が完全に掌握していない場合
や、いつの間にか団体活動が自然消滅した場合、財産をめぐ
るトラブルが生ずることもあります。
　法人化すると、法人名で登記もできますし、契約をするこ
ともできます。建物や財産なども法人で所有することになり、
誰かに帰属することは基本的にありません。

■メリット③　従業員の採用にも有利
　従業員の採用を考えた場合、個人事業主や任意団体より法
人のほうが有利であり、優秀な人材を集めることができます。
従業員にとっても、法人に勤務するほうが、個人事業所や任
意団体に勤務する場合よりも、勤労意欲が高まると考えられ
ます。

■メリット④　受けやすい事業委託・補助金
　介護保険事業や障害者総合支援事業を行う場合、都道府県
から指定を受けることが必要ですが、その指定を受けるには、
法人化が義務づけられています。任意団体ではこれらの事業
はできません。介護保険事業や障害者総合支援事業以外でも、
行政からの事業委託を受ける場合は、法人化が義務づけられ
ていることが多いのです。
　行政からの補助金や助成金も同様です。すべてが法人化を
義務づけているわけではありませんが、民間助成団体の助成
金であっても、最近はその傾向が強いのです。

　以上のように、メリットも多いのですが、その逆にデメリッ
トもあります。
　法人化によって、社会的信用は確かに増加する一方で、社
会的信用を裏づける団体内部の管理強化が必要になります。
法人化による問題点、あえていえばデメリットは次のとおり



一般社団法人の申請書の書き方
④ 設立登記申請書（2）〔理事会非設置型〕

一般社団法人設立登記申請書

　　　フリガナ	 アオモンカイ
１．名　　　　　称	 一般社団法人青門会
１．主たる事務所	 東京都国立市駅前１丁目２番地の３
１．登 記 の 事 由	 令和２年３月31日設立手続終了
１．登記すべき事項	 別紙のとおり
１．登 録 免 許 税	 金６万円
１．添 付 書 類
　　定款（…③）	 	 	 	 	 １通
　　設立時代表理事及び理事の就任承諾書（…⑤）	 	 ○通
　　印鑑証明書（理事全員）（…⑦）	 	 	 ○通
　　設立時代表理事選定書（…⑧）	 	 	 １通
　　（主たる事務所所在場所の決定に関する決議書（…⑨）	 １通）
　　（設立時理事の選任を証する決議書（…⑩）	 	 １通）

上記のとおり登記の申請をする。
　　令和２年４月４日

　　　東京都国立市駅前１丁目２番地の３
　　　　申請人　　一般社団法人青門会

　　　東京都多摩市西８丁目２番地の26
　　　　代表理事　中野　章代　　　　㊞
　
　　連絡先の電話番号　TEL	042-0000-9999
東京法務局　　府中支局　御中
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・	代表者は、理事としての就任承諾書と代表理事としての就
任承諾書の２通用意。

・	理事が複数いる場合は、印鑑証明書は理事全員分必要であ
る。

・	定款に設立時の代表理事が記載されていない場合は選定書
が、事務所の具体的地番が記載されていない場合と理事が
記載されていない場合は決議書がそれぞれ必要となる。な
お、すべて記載されている場合は、これらの書類が不要に
なるので、なるべく記載しておくことをお勧めする。

・	申請を司法書士等の代理人に依頼する場合は、委任状が１
通必要となり、代表理事の住所と氏名、押印の下に、下記
のとおり代理人の住所と氏名、押印が必要である。

上記代理人住所　東京都渋谷区代々木２丁目19番12号
　　　　　氏名　中谷　智明　　　㊞


